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年頭所感

年頭のご挨拶

　新年、明けましておめでとうございます。
　皆様方には、平成23年の新春を、ご家族ご
一緒に、清清しくお迎えの事と存じ、心より
お慶び申し上げます。
　さて、今年は記録的な大雪で年が明けまし
た。
　真っ白な銀世界は鹿児島に大きな希望の光
を与えてくれる幕開けではないかと期待した
ところでもあります。
　昨年は、政治的には鳩山政権から菅政権に
交代し、経済的にはデフレの進行と１５年ぶ
りの円高水準で経営環境は大変厳しく、雇用
においても不安感が増幅いたしました。
　また、隣県での口蹄疫発生は本県経済にも
大きな打撃を与えました。
　６月には、今後の中小企業政策の指針とな
る中小企業憲章が制定され、これを受けて12
月の税制改正において、法人税の実効税率が
５％引き下げられました。
　予算は一般会計総額92兆円でありますが、
一方で国債発行も44兆円にも上り、税収を大
幅に上回る緊急事態が続いております。
　こうした中、本年は是非とも景気回復を主
眼に、経済の復興を推進できる政策を切望す
るものであります。
　そのためには、デフレ経済脱却と国際競争
力強化が最重要課題でありますが、これらを
克服し、国の礎である中小企業が、今年の干
支のウサギのように大きく飛躍できる年にな
ることを願っております。
　また、本県では、３月12日に九州新幹線が
全線開業いたします。

　これにより、観光分野をはじめとするあら
ゆる産業に大きな経済効果が期待されますの
で、このチャンスを県民と経済界が一致団結
して、県勢浮揚の転換期にしたいものであり
ます。
　本会は、昨年11月に創立55周年記念式典を
開催いたしましたが、これまでの55年の歴史
を重く受け止め、先人の偉大な基盤を誇りに、
新たな未来に積極果敢に挑戦して参ります。
　さらに、「時代の風に応える中央会」とし
て、皆様方からこれまで以上の信頼を頂ける
ように努力してまいりますので、改めてご支
援・ご指導をお願いし、年頭のご挨拶とさせ
ていただきます。

鹿児島県中小企業団体中央会

会　長　　岩　田　泰　一
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鹿児島新時代

　謹んで新年のお慶びを申し上げます。
　鹿児島県中小企業団体中央会におかれまし
ては，中小企業の連携支援や事業協同組合等
の育成・強化に努められ，本県中小企業の振
興と地域経済の発展に多大な御貢献をいただ
いておりますことに深く敬意を表しますとと
もに，県政の推進につきまして，格別の御支
援・御協力をいただいておりますことに対し，
心から感謝を申し上げます。
　現在，県内の景気や雇用情勢は依然として
厳しい状況が続いております。
　こうした中，県としては，「改革継続・生
活優先予算」として編成した当初予算をはじ
め，数次にわたる補正予算により，県内の景
気動向に配慮した雇用・経済対策に積極的に
取り組んでおります。
　昨年は４月の宮崎県における口蹄疫の発生，
６月からの活発な梅雨前線による大雨と土石
流，６月下旬から８月上旬までの長期間に及
ぶ八代海での赤潮，さらに10月には奄美地方
における未曾有の記録的な集中豪雨により，
本県は大きな影響を受けました。現在，県に
おいては，売上の減少や資金繰りの必要が生
じた商工業者の方々への支援，地域経済の再
建・活性化のための取組を進めているところ
です。
　さて，本年３月 12 日には，九州新幹線鹿児
島ルートが全線開業します。全線開業は，商
圏の拡大や交流人口の増加など，鹿児島にとっ
て新しい時代の幕開けになるものだと思って
います。この千載一遇のチャンスを生かすべ
く，３月 18 日から 66 日間にわたって県立吉

野公園をメイン会場とする「第 28 回全国都
市緑化かごしまフェア（愛称：花かごしま�
2011）」をはじめとした各種イベントの開催や
キャンペーン等を通じて，鹿児島が持つ豊か
な自然・食料・歴史・文化・人情など，「本物」
の魅力を全国に向けて積極的に情報発信して
いくことにしております。鹿児島に多くの方々
に来ていただき，全線開業の効果が県下全域
に波及していくことを目指しております。
　私としては，時代や環境の大きな変化の中
にあっても，「かごしま将来ビジョン」やマニ
フェストに基づき，「力みなぎる・かごしま」，
「日本一のくらし先進県」の実現に向け，今後
とも全力を挙げて取り組んでまいりますので，
皆様には，引き続き，県政に対する御理解・
御協力を賜りますようお願い申し上げます。
　鹿児島県中小企業団体中央会におかれまし
ては，昨年11月に，創立55周年を迎えられま
した。これを一つの節目として，中小企業者
の多様で活力ある成長を実現するため，指導
団体として更なる力を発揮していただき，本
県中小企業の健全な発展のために御尽力くだ
さるよう期待しております。
　年頭に当たり，鹿児島県中小企業団体中央
会並びに県内各組合のますますの御発展と，
会員の皆様の御健勝・御活躍を心から祈念い
たします。

鹿児島県知事　　伊　藤　祐一郎
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　平成23年の輝かしい新春を迎え、謹んでお
慶びを申し上げます。
　鹿児島県中小企業団体中央会の皆様方にお
かれましては、中小企業の連携組織の専門支
援機関として、県内の中小企業の振興と各組
合の健全な発展のために、幅広い活動を積極
的に展開され、大きな成果をあげておられま
すことに深く敬意を表します。また、日頃か
ら市政の各面にわたり温かいご理解とご協力
を賜り、市政が順調に進展しておりますこと
に、心から感謝を申し上げます。
　ご案内のとおり、我が国は、少子高齢化や
人口減少、地球規模の環境問題など、多くの
課題を抱えており、私たちは、今まさに、従
来の価値観や社会システムの変革が求められ
る歴史の大きな転換点に置かれております。
こうした時流の中では、市民の視点に立った
きめ細かな施策を着実に実行するとともに、
市民・事業者・行政が一丸となって、夢と希
望の持てる明るい未来を切り拓いていかなけ
ればならないと考えております。
　さて、待望の九州新幹線鹿児島ルートの全
線開業が、いよいよ目前に迫ってまいりまし
た。全線開業の暁には、北部九州はもとより、
中国・関西地方とも新幹線でダイレクトに結
ばれ、人・モノ・情報の飛躍的な交流拡大が
期待されますが、一方では、さらなる都市間
競争の激化も予想されております。
　このような中、地域経済を力強く支える担
い手であり、地域社会とともに歩む中小企業
の皆様方には、社会経済情勢の変化に柔軟に
対応しながら、消費者のニーズを的確に捉え

るとともに、スピード感を持った取組みが求
められております。そのような意味でも、本
県中小企業の中核的な支援機関である貴団体
の果たす役割と使命は、将来にわたりますま
す重要となっていくものと考えております。
　本市といたしましても、全線開業という千
載一遇のチャンスを捉え、雄大な自然や固有
の歴史文化など鹿児島ならではの資源や特性
を最大限に生かしながら、本市の魅力を存分
に感じられる回遊性のあるまちづくりを進め
るほか、全国都市緑化かごしまフェアの開催
や都市と農村の交流を促進する観光農業公園
の整備など、あらゆる知恵と創意を結集し、
まちの魅力をより一層高めるとともに、県内
外に積極的に情報を発信していく取組みを推
進してまいりたいと考えております。
　また、厳しい経済・雇用情勢が続く中、今
後とも、地域経済の活性化に向けて、本市の
商工業の振興や雇用確保につながる施策を推
進するなど、皆様とのパートナーシップを大
切にして、「人とみどりが輝くまち・かごしま」
の創造に全力を傾けてまいりたいと考えてお
りますので、鹿児島県中小企業団体中央会の
皆様方には、地域経済の牽引役として、その
発展のためさらにご尽力くださいますととも
に、本年も市政の推進に、より一層のご理解
とご協力を賜りますようお願いいたします。
　新しい年が皆様にとりましてすばらしい年
でありますよう、心からお祈り申し上げ、新
年の挨拶といたします。

人・まち・みどり　豊かな未来
を拓く　元気都市・かごしま

鹿児島市長　　森　　　博　幸
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年頭のご挨拶

　あけましておめでとうございます。
　2011年の日本経済は、中国などの新興市場
経済に引っ張られて輸出や生産活動を中心と
した緩やかな景気回復が続くと思われます。
ただ、そうした輸出型製造業の業況を中心に
語られる日本全体の景況感については、鹿児
島の経営者の方々の多くが違和感を持ち続け
てきたと思います。
　これは鹿児島に輸出型製造業が少ないから
だけではありません。地域経済の停滞感の背
景には、長期間に亘る地元における消費の低
迷があります。県内総生産で支出の半分以上
を占める個人消費が勢いを取り戻さなければ、
景気回復の実感は持ちにくいのではないかと
思います。
　個人消費の低迷には、不景気による給与や
雇用の持ち直しの遅れという循環的な要因も
あります。それと同時に、おカネがないので
はなく、おカネが回っていないという構造的
な面もあります。おカネを持つ方も、「既にタ
ンスに色々あるので欲しいモノがない」、「先
行きが不安なので取り敢えず貯金しておく」
といった理由で支出を控える動きです。実際、
昨年中も鹿児島における金融機関の預金残高
は前年を２％以上上回る勢いで増加を続けて
います。
　こうした個人消費の構造的ともいうべき停
滞を打破するのは容易なことではありません。
政治や行政の側では、消費をためらわせてい
る様々な将来不安を取り除いていく政策が求
められます。同時に地域の経営者の方々の側
でも、「これまで売れていたものが売れなく

なった」と嘆くだけでなく、改めて顧客の立
場にたって「消費者は何にならおカネを使う
のか」を問い直す努力が必要であると思います。
　問い直す際の鍵は、高齢化の進展で今後一
段と増えていくシニア層です。モノの充足感
が強く、財布のひもを緩めるのに一番苦戦を
する相手ですが、若者や現役世代に比べると
潜在的な購買力はあり、欲しいと思ったら値
段へのこだわりは小さいことが特徴です。地
元小売業では全国資本の大型小売店舗の出店
に対する危機感が強いですが、若者や現役層
に比べて、大型小売店もシニア層の需要を必
ずしもつかみきれていません。地元企業にも
まだチャンスは残っています。
　顧客のニーズを改めて問い直して個人消費
を盛り上げていく際に、３月１２日の九州新
幹線全線開業は良い契機になります。全線開
業への準備に際して「観光客」のニーズや動
きにばかり注目する傾向がありますが、それ
は間違いであると思います。鹿児島らしさを
求めてくる観光客にとって、地元の人がいな
い観光客だけを向いた店や街、商品は魅力が
ありません。また、観光客が沢山訪れる場所
に行くことは地元の消費者にとって楽しいこ
とです。特に、モノへの需要が飽和したシニ
ア層も、「人との交流」や「集う場所」への
需要は強いと言われています。
　新幹線全線開業を契機に、観光客の増加と
地元消費の持ち直しが相乗効果を持ちながら
進展し、鹿児島経済活性化の道筋が見えてく
る年となることを期待しております。

日本銀行　鹿児島支店

支店長　　長　井　滋　人
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年頭のご挨拶

　平成23年の新春を迎えるにあたり、所感の
一端を申し述べて年頭のご挨拶とさせていた
だきます。
　まず、昨年平成22年の経済を振り返ります
と、欧米など先進国の回復が総じて緩やかで
あったのに対し、中国などの新興国では比較
的高い成長が続き、わが国も年前半を中心に
緩やかに回復しました。その後、急激な円高
の進行もあり、輸出が弱含みとなったことに
加え、エコカー補助金の期限に係る駆け込み
需要に対する反動もあって、年末にかけて景
気は減速感を強め、一進一退の推移となりま
した。
　中小企業の景況を当金庫の「中小企業月次
景況観測」でみると、景況判断指数は経済危
機後の平成21年１月に過去最低値（24.8）を
記録した後は昨年前半まで上昇基調にあり、
景況感に持ち直しの兆しがみられました。し
かし、８月（48.4）以降は景況判断指数が下
落に転じ、売上高は対前年比の増加幅が縮小
するなど先行き不透明感が強まりました。
　このような環境のもと、商工中金はセーフ
ティネット機能の発揮を最重要事項とし、法
定された指定金融機関として危機対応業務
を中心にその機能発揮に全力をあげて取り
組んでまいりました。制度開始以降の危機対
応業務の累計実績は平成22年11月末時点で
５万８千件、３兆９千億円を超える規模とな
り、中小企業の資金繰りや経営の安定化への
支援を通じて、地域の雇用維持・経済の安定
化に大きく貢献することができました。また、
「中小企業金融の円滑化」を目的とした金融

機関として、その使命・役割を的確に発揮し
ていくため、新たに創設した成長戦略総合支
援プログラムを活用するなど、中小企業の持
続的成長（＝中小企業の皆さまの企業価値向
上）に向けて全力でサポートしてまいりまし
た。
　本年も先行き不透明な金融・経済環境が続
くことが予想されますが、商工中金としまし
ては、引き続き皆さまからのご相談に対して、
懇切、丁寧かつ迅速な対応に努め、危機対応
業務を中心にセーフティネット機能の発揮に
全力を挙げて取り組んでまいります。また、
お取引先の皆さまが抱える経営課題に対して
はその解決に向け、質の高いソリューション
を提供するなど、皆さまと一緒にこの難しい
局面を克服し、ともに成長してまいりたいと
思います。
　「中小企業の、中小企業による、中小企業
のための金融機関」として、これまで以上に
皆さまから信頼され、お役に立てるよう、役
職員一同、全力で努力を続けてまいりますの
で、今後とも格別のご指導とお引き立てを賜
わりますようお願い申し上げます。
　年頭にあたり、皆さまのご繁栄とご健勝を
お祈りいたしましてご挨拶といたします。

商工組合中央金庫　鹿児島支店

支店長　　藤　波　靖　夫
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年頭のご挨拶

　平成23年の新春を迎え、お慶びを申し上げ
ます。
　新たな年を迎えるにあたり、全国の中小企
業の皆様並びに組合等中小企業連携組織関係
の皆様に謹んで新年のご挨拶を申し上げます。
全国中央会の会長職を引き継ぎ、１年半が経
過しました。この間、ブロック中央会会長会
議や各中央会の創立55周年記念式典には可能
な限り出席し、会長をはじめ各地の中央会役
職員の皆様との対話に努めて参りました。ま
た、昨年７月には、本会の初めての試みとし
て中小企業庁をはじめ関係各位のご協力を
いただき、「中小企業団体夏期トップセミ
ナー」を開催できましたことは、望外の幸せ
でありました。本セミナーを継続・発展させ、
さらにトップ同士の対話等を通じて「開かれ
た中央会」を実現し、組合をはじめとする連
携組織の発展に全力をあげて参る所存であり
ます。
　昨年を振り返りますと、平成７年以来の円
高、レアアースに代表される資源高、食糧を
はじめとする各種原材料価格の上昇、中国リ
スクの再認識などの外的要因に加え、エコ
カー補助金の終了による内需の反動減などに
より、再び中小企業の景況は先行き警戒が必
要となる厳しい状況に到り、新たな年を迎え
ることとなりました。
　わが国は、「新成長戦略」や「国内投資促
進プログラム」を確実に実行することによっ
て、中小企業自らが環境・エネルギー技術の
高度化、健康・医療・介護サービスの高付加
価値化、海外市場への販路開拓等に積極的に

取り組むことによって、新たな需要を生み出
し、一刻も早くこのデフレから脱却しなけれ
ばなりません。
　政府は、昨年６月に「中小企業憲章」を閣
議決定し、新たに中小企業政策の基本方針を
定め、「中小企業組合、業種間連携などの取
組を支援し、力の発揮を増幅する」ことを基
本原則の一つとして位置付けました。中小企
業は、新たな成長分野や地域活力の再生に向
けて果敢に挑戦し、雇用の創出に努めるとと
もに、持てる力を組合等連携組織に結集し、
社会的役割を果たしていくことが期待されて
います。何と言っても、我が国の産業、雇用、
生活を支えているのは、中小企業であります。
国の礎たる中小企業がしっかり立ち上がって
いくことが、今の我が国にとって何よりも大
切なことであります。
　今年は、大企業の海外進出やＴＰＰへの参
加に向けた動きが加速化するなどグローバル
化という新たな大波が押し寄せてくることで
しょう。全国中央会も創立55周年を迎える節
目の年となります。また、全国大会は私の地
元である愛知県で開催されます。積極的に中
小企業の声をお聞きし、その意見を政府首脳
に届け、中小企業振興の強化を訴えて参りま
す。今年こそは、組合等連携組織に結集した
多くの関係者から、新たな成長の動きを実感
できたという声が聞かれる年となりますよう、
粉骨砕身努力することをお誓い申し上げます
とともに、皆様のご多幸をご祈念申し上げま
して、私の年頭のご挨拶と致します。

平成23年　元旦　

全国中小企業団体中央会

会　長　　鶴　田　欣　也
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平成23年度　税制改正大綱の概要

　国を開き、世界水準の投資・事業環境を整備するため、国際的に見て高すぎる法人実効税率を

主要国並みに引き下げるための第一歩として、法人実効税率を５％引き下げる。

　これにより、中核的な製造拠点や研究開発拠点の海外流出を抑制し、国内投資を促進させるこ

とで、デフレ脱却・国内雇用の創出を図る。

【改正概要】

【法人税率〔国税〕】

※�「現行」欄のカッコ内は、租税特別措置法により平成21年４月１日から平成23年３月31日までの間に終
了する事業年度に適用されています。
※�「改正案」欄のカッコ内は、租税特別措置法により平成23年４月１日から平成26年３月31日までの間に
開始する事業年度に適用します。なお、中小法人、公益法人等、協同組合等及び特定の医療法人の平成
23年４月１日前に開始し、かつ、同日以後に終了する事業年度については、経過措置として現行の租税
特別措置法による税率を適用します。

【法人住民税〔地方税〕】

　国税と地方税を合わせた法人実効税率を５％引き下げるため、法人税の基本税率の引下げに伴い、法人
住民税率を維持することとし、法人住民税の実効税率を0.87％引き下げます。

　平成23年度税制改正大綱が12月16日に閣議決定されましたが、これを受けて中小企業に関連の深い税

制について、中小企業庁がとりまとめた資料に基づき抜粋を掲載いたします。

法人実効税率の５％引下げ（拡充）

法人税率〔国税〕
現　行 改正後

年800万円以下 年800万円以下

普通法人 30％ ― 25.5％ ―

中小法人 30％ 22％（18％） 25.5％ 19％（15％）

公益法人等、協同組合等（単体）
及び特定の医療法人（単体）

22％ （18％） 19％ （15％）

協同組合等（連結）及び特定の
医療法人（連結）

23％ （19％） 20％ （16％）

特定の協同組合等の特例税率
（年10億円超）

26％ 22％

【現　行】

法人税率	 	 ３０％

地方法人２税含め、

法人実効税率		 ４０．７％

【改正後】

法人税率	 	 ２５．５％

地方法人２税含め、

法人実効税率		 ３５．６％

平成23年度　　　　　　　 

税制改正大綱の概要
平成23年度　　　　　　　 

税制改正大綱の概要
平成23年度　　　　　　　 

税制改正大綱の概要
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平成23年度　税制改正大綱の概要

　中小企業（資本金1億円以下）の所得金額のうち、年800万円以下の金額について適用される

軽減税率を18％から15％に引下げ。

　また、中小企業の年800万円超の所得部分については、法人実効税率5％引下げ。

【改正概要】
　中小法人の軽減税率について、現行の特例による税率を３年間の措置として18％から15％に引き下げるとともに、

現行の本則税率を22％から19％に引き下げる。

注：現行の中小企業に対する軽減税率は、本則22％、平成21年４月１日から平成23年３月31日までの２年間の時限措置18％。

　繰越欠損金制度は、特定の期に税務上の欠損金が発生した場合、その欠損金を繰越し、翌期以

降の課税所得と相殺することで税負担を軽減する制度（現行の繰越期間７年間）

　今般、大法人については、繰越欠損金の控除限度額を80％に制限する。あわせて、繰越期間

を２年間延長する。

【改正概要】

◆　繰越欠損金の控除限度額について、その繰越控除をする事業年度の所得金額の80％に制限する。
◆　�繰越欠損金の繰越期間を９年に延長する（平成20年４月１日以後に終了した事業年度において生じ
た欠損金額に適用）。

◆　なお、中小法人等は、現行の控除限度額（100％）を存置する。
◆　�平成23年４月１日前に更生手続開始の決定等を受けた法人については、現行の控除限度額を存置す
る。

◆　�法人税の欠損金額にかかる更正の期間制限を９年（現行７年）、請求期間を９年とする。また、９
年間の記帳保全を期間延長の要件とする。

中小軽減税率の３％引下げ（拡充）

繰越欠損金制度の見直し（課税ベースの拡大）

平成23年度　　　　　　　 

税制改正大綱の概要
平成23年度　　　　　　　 

税制改正大綱の概要
平成23年度　　　　　　　 

税制改正大綱の概要
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平成23年度　税制改正大綱の概要

　当該年度中に従業員のうち雇用保険の一般被保険者の数を10％以上かつ５人以上（中小企業

者等は２人以上）増加させる等の要件を満たす事業主について、増加１人当たり20万円の税額

控除ができる制度を創設する。

【改正概要】

＜具体例＞

〜繰越期間の延長（７→９年）に伴う効果〜

※多くの企業において、リーマンショック等の影響を受け平成21年度に大幅な損失を計上。

雇用促進税制の創設（新設）

措　置　内　容

対　象　者 公共職業安定所の長に雇用促進計画の届出を行った事業主

要　　　件
当該事業年度末の従業員のうち、雇用保険の一般被保険者の数が、前事業年度末に比して
10％以上、かつ５人以上増加したこと等の公共職業安定所の長の確認を受けた場合。
※ただし、中小企業者等については２人以上増加した場合。

控　除　額 増加した雇用保険一般被保険者の数	×	20万円の税額控除。

控除限度額
当期の法人税額の10％を限度。
※ただし、中小企業者等については20％を限度。

適用期間 平成23年度4月１日〜平成26年3月31日
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平成23年度　税制改正大綱の概要

地球温暖化対策のための税（石油石炭税の課税強化）（新設）

グリーン投資減税の創設（新設）

　中小企業が、エネルギー起源CO2排出削減等に効果が見込まれる設備等を取得した場合に、取

得価額の30％の特別償却又は７％の税額控除を適用できる制度を創設（大企業は特別償却のみ）。

【対象設備の例】

①　省エネルギーの推進（例：高効率工業炉、ハイブリッド建設機械）
②　非化石エネルギーの導入拡大（例：太陽光発電設備、風力発電設備）
③　低炭素化（例：電気自動車、高効率ヒートポンプ）
※　なお、現行のエネルギー需給構造改革投資促進税制は廃止。

　「エネルギー基本計画」（平成22年６月閣議決定）では、我が国の温室効果ガスの約９割を占め

るエネルギー起源CO2の2030年30％（90年比）削減を見込んでいる。これに必要な対策を中長期

的に強化するため、石油石炭税に「地球温暖化対策のための課税の特例」を設け、各燃料のCO2排

出量に応じた税率を上乗せ。

【改正概要】

【改正概要】

　減価償却制度について、平成23年４月１日以後に取得をする減価償却資産の定率法の償却率は、定額法
の償却率（１／耐用年数）を現行の2.5倍（250％）から2.0倍（200％）へ改正します。なお、改定償却率
及び保証率についても所要の整備を行います。

◆　商工組合等の留保所得の特別控除制度について、適用期限の到来をもって廃止する。
◆　中小企業等基盤強化税制について、適用期限の到来をもって廃止する。

廃止となった主な税制

原油・石油製品 ＬＮＧ・ＬＰＧ 石　炭

現行 2040円/kl 1080円/t 700円/t

H23.10.1〜 ＋250円/kl ＋260円/t ＋220円/t

H25.４.1〜 ＋500円/kl ＋520円/t ＋440円/t

H27.４.1〜 ＋760円/kl ＋780円/t ＋670円/t

※税率増分については、現行税率比。

減価償却制度の縮減（課税ベースの拡大）
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中央会の動き・トピックス

　１月５日（火）、鹿児島市の「鹿児島サンロイヤルホテル」にて、中央会年始会を開催した。
　まず、「国歌」「一月一日」並びに「中小企業団体の歌」を斉唱した後、岩田泰一会長が年頭の挨拶を
行った。この中で岩田会長は、「昨年は、経済的にはデフレの進行と15年ぶりの円高水準で、経営環境は
大変厳しいものになり、雇用においても不安感が増幅した。隣県での口蹄疫発生は本県経済にも大きな衝
撃を与えた。本年度は是非とも景気回復を主眼に、経済の復興を推進できる政策を切望するものであり、
デフレ経済脱却と国際競争力強化が最重要課題である。これらを克服し、改めて国の礎である中小企業が、
今年の干支のウサギのように大きく飛躍できる年になることを願っている。また本県では、３月12日に九
州新幹線が全線開業する。これにより、観光分野をはじめとするあらゆる産業に大きな経済効果が期待さ
れる。このチャンスを、県民と経済界が一致団結して、県勢浮揚の転換期にしたい」と抱負を述べた。
　この後、伊藤祐一郎鹿児島県知事、金子万寿夫鹿児島県議会議長、森博幸鹿児島市長（代読）、諏訪秀
治鹿児島県商工会議所連合
会会長が来賓祝辞を述べた
後、長井滋人日本銀行鹿児
島支店長の乾杯の発声によ
り開宴となった。
　最後は、藤波靖夫商工中
金鹿児島支店長による万歳
三唱が行われ、年始会は盛
会のうちに終了した。

中央会年始会

年頭の挨拶をする岩田泰一会長

伊藤祐一郎県知事祝辞 鹿児島茶による乾杯

( 発声は長井滋人日本銀行鹿児島支店長 )
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中央会の動き・トピックス

　鹿児島県中小企業団体中央会青年部会（山下猛宏会長、29会
員）は、12月20日、奄美市名瀬の社会福祉法人カリタスの園・
白百合の寮（大水スエ子施設長、児童数78名）へ学用品を贈呈
した。
　中央会青年部会は、県下の組合青年部で組織された団体で、
各業界の青年経営者の育成と交流を目的に各種研修会や交流会
を行っているが、組織内部だけにとどまらない活動を行ってい
こうとの思いから、特別支援学校や児童養護施設の子どもたち
の勉学等に役立ててもらえることを願い、毎年、教材や学用品
等を贈呈している。
　このボランティア活動は平成６年から始め、今回で17回目。
青年部会会員のチャリティや事業の収益金を充てて実施してい
る。
　贈呈に当たり大川内理事は、「大きなことはできませんが、
できる限りのお力添えができればと活動を続けています。」と
述べた。

　12月11日（土）、鹿児島中央公園で「かごしま建築ふれあい
フェア」（主催：㈳日本建築士事務所協会連合会・㈳鹿児島県
建築士事務所協会）が開催され、鹿児島県建築設計監理事業協
同組合も共催で参加した。
　会場では、建築デザインの展示や、建築設計事務所による作
品展、建築無料相談会や木造住宅の簡易耐震診断などが行われ
た。子どもたちが楽しめるイベントもあり、ペーパークラフト
やベニヤの家づくり、筆立てづくりに親子で取り組む姿も見ら
れ、集団献血やフリーマーケットも同時に開催された。
　組合のブースでは、組合の作品やマンション等のリニューア
ル事例のパネル展示のほか、安納芋の焼き芋販売もあり、甘く
ておいしいと人気を集めていた。
　イベントに参加した武田理事長は「建築の設計や監理に携わ
りながら、今までそれぞれにイベントを開いていた四つの団体
が共催でフェアを開いたところに意義があります。初めての試
みながら、バラエティーに富んだアイテムを準備しましたので、
多くの皆さんに楽しみながら建築とふれあっていただけたら幸
いです。」と語っていた。

中央会青年部会
児童養護施設へXmas プレゼント

鹿児島県建築設計監理事業協同組合が
「かごしま建築ふれあいフェア」に参加
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鹿児島県農業機械商業協同組合
理事長　田　中　俊　實

組合員一同

〒899-6405　霧島市溝辺町崎森973-1

ＴＥＬ　0995-58-4713

ＦＡＸ　0995-40-2142
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東日本地区本部
西日本地区本部

〒150-0021

〒890-0052

東京都渋谷区恵比寿西2-1-7 ミツワマンション301号

鹿児島市上之園町24番2号第12川北ビル

TEL 03-3462-2060　FAX 03-3462-2061

TEL 099-285-1400　FAX 099-285-1402

URL http://www. ksb-kumiai. com/　E-mail　info@ksb-kumiai. com

ホームページ：http://www.kagoshima.med.or.jp/kyoudou/

シブヤ農業生産加工協同組合
理事長　澁　谷　雄　彦

組 合 員 一 同

〒893-1601　鹿児島県鹿屋市串良町細山田3403番地

ＴＥＬ　0994-62-3833

ＦＡＸ　0994-62-3834
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名瀬港港湾運送事業協同組合
理事長　里　見　弘　壽

他組合員一同

〒894-0035　鹿児島県奄美市名瀬塩浜町17番５号

電話・ＦＡＸ：0997-52-0088

謹 賀 新 年
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株式会社　近畿日本ツーリスト九州  　

〒892-0842　鹿児島市東千石町１−１

第８川北ビル２階　　　

Tel. 099-223-3205 ／ Fax. 099-239-8159

近畿日本ツーリスト九州

理　事　長　丸　元　正　樹

副理事長　丸　山　　　聡

副理事長　山　下　賢　治

理　事　長　木　元　　　繁
副理事長　有　村　眞　人
副理事長　山　崎　昇　平
専務理事　井　上　正　信

組合員一同

理事長　森　口　清　水

組合員一同

鹿児島県経済事業協同組合
理事長　肥　後　勝　司

組合員一同

〒892-0821　鹿児島市名山町９番１号

ＴＥＬ　099-223-8352

ＦＡＸ　099-225-2904
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（鹿 児 島 支 部）

土佐屋生コンクリート㈱

日研マテリアル㈱

喜 入 生 コ ン ㈱

南州コンクリート工業㈱

（中 薩 支 部）

㈱ サ ン・エ イ

南国ガイアレミコン㈱

南国生コンクリート㈱

㈱ガイアテック

鹿児島菱光コンクリート㈱

ケイエスプラント㈱

平田コンクリート工業㈱

㈱ 中 馬

日新コンクリート工業㈱

北薩生コンクリート㈱

加根又レミコン㈱

鹿児島味岡生コンクリート㈱

薩摩コンクリート㈱

㈱直木生コンクリート工場

㈱ 中 薩

鹿児島市上之園町 24-2 第 12 川北ビル 601　TEL　099-255-2672

理事長　小　野　隆　三
組 合 員 一 同

理事長　下　津　春　美

組合員一同

協同組合
鹿児島ウッディホームビルダー協会

〒891-0115　鹿児島市東開町13-30

ＴＥＬ　099-269-7113

ＦＡＸ　099-268-0385

理事長　上　山　秀　満

他組合員一同

鹿児島県測量設計
コンサルタント協同組合

官公需適格組合

〒890-0066　鹿児島市真砂町48番１号

ＴＥＬ　099-253-9354

ＦＡＸ　099-258-6633



22

中小企業かごしま／2011.1

理事長　武　田　敏　郎

組 合 員 一 同

〒890-0055　鹿児島市上荒田町29番33

ＴＥＬ　099-298-1835

ＦＡＸ　099-298-1836

理事長　上　野　耕　作

組 合 員 一 同

代表理事　本　坊　喜一郎

組合員一同
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理事長　丸　山　　　誠

組合員一同

協同組合寿協力会

〒896-0035　鹿児島県いちき串木野市新生町181番地

ＴＥＬ　0996-24-1234

ＦＡＸ　0996-32-4597

（社）日本砕石協会鹿児島県支部

鉱業労働災害防止協会砕石鹿児島県支部

「鹿児島名産かるかん」
地域団体商標登録準備中
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本年もよろしく

お願い申し上げます
マルヤ
ガーデンズ

ニシムタ北ふ頭店

鹿児島県生コンクリート工業組合
鹿児島県生コンクリート協同組合連合会
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業界情報

業界情報（平成22年11月情報連絡員報告）
製　造　業

味噌醤油製造業

秋口に入り１年で一番の仕込みの時期に入る、需要の
回復がはかばかしくない中、今年は特に仕込みの計画
が難しくなりそうだ。

酒類製造業

（平成22年10月分データ。単位kℓ・%）

区　分 H21.10 H22.10 前年同月比

製成数量 31,386.0 27,731.7 88.4

移出
数量

県内課税 5,423.0 4,802.9 88.6

県外課税 7,145.1 6,436.2 90.1

県外未納税 4,480.3 4,132.2 92.2

在庫数量 253,523.4 253,661.7 100.1

漬物製造業

少し忙しくなった。
蒲鉾製造業

運動会・旅行シーズンで蒲鉾が売れる月だが、円高・
不況などで売上が伸びない。特に蒲鉾類の売上が悪い。
全体でみると同月比マイナス４％。一部業者では円高
で輸出が半減している。円高で外国では同じ商品が二
割高になるそうで売上が減少していると聞いている。
原材料は昨年同月比５％の値上げ。

鰹節製造業

原料がなく操業していない企業が多かった。業界とし
ては不況ではあるが、少しずつ原料が入荷してきてい
る。

菓子製造業

寒くなれば好転すると考えていたが、一度閉じた財布
の紐をほどくのは難しいようだ。なかなか小売りが伸
びない。

本場大島紬織物製造業

平成22年10月の検査反数は583反。前年対比65.7％で
305反の減であった。

木材・木製品製造業

木材は再生持続可能な唯一の資源であり、木材の利用
が地球に優しいとして木材利用促進法が施行された。
公共構築物への木材利用もさることながら、一般住
宅の需要量は相当なものと考えられる。第１次補正予
算（案）で、森林・林業再生総合対策として、地域材
を利用した住宅を建設した場合１棟当たり40万円（既
報）の助成措置が実施されるそうで歓迎すべき政策だ。
このような一般市民に向けた国産材需要拡大策の拡充
で、木材産業界に弾みがつくことを期待したい。

木材・木製品製造業

平成22年度９月の本県の新設木造住宅着工戸数は、前
年同月比102％の509戸と昨年を上回っており、木造率
は77％ということで高水準を保っている。プレカット
工場をはじめ地場製材工場にも繁忙感が出てきている
のは事実である。この状況は低金利や住宅エコポイン
トの追い風を受けて住宅需要が回復してきたとも云え
るだろう。しかしながら、需要は一部の工場に限定さ
れているという声もある。地場工務店も新しい制度や、
新しい需要に対応していかなければだめだということ
なのか。

生コンクリート製造業

出荷量は対前年比96.5％の150,732㎥だった。特に減少
した地域は、指宿、加世田、川薩、宮之城、大隅、南
隅、屋久島、奄美大島、奄美南部であった。特に増加
した地域は、鹿児島、串木野、垂水桜島、種子島で
あった。官公需は対前年比82.6％の85,334㎥で、民需
は対前年比123.7％の65,398㎥だった。垂水桜島、種子
島地区の官公需が前年度を上回った以外は、すべての
地区で官公需が大幅に減少した。

コンクリート製品製造業

10月度の出荷トン数は、8,863トンで前年同月比75.7％
となった。出荷量は川薩地区のみ増加しており、他地
区は減少となった。特に南薩地区の落ち込みが激しく、
前年同月比47.7％となった。10月度の受注も減少して
おり、業界の厳しい状況に変わりはない。

機械金属工業

特段の変化は見られない。
仏壇製造業

海外輸入仏壇内訳（主たる輸入国は、中国、ベトナム、
タイ等）、平成 22 年 7 月 21,674 本、8 月 21,101 本、9
月 22,567 本、2010 年累計 185,965 本。

印刷業

10月中旬に行われた、当業界の全国大会は、ほぼ例年
並みの人員と規模で無事盛会裏に終了した。これを
きっかけに、業態変革に向けての起爆剤となるべく、
期待したいところである。
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業界情報

非　製　造　業

卸売業

気候変動に小売店側が敏感になっており、例年の納入
時期を遅らせる動き有り。在庫負担の軽減も図ろうと
するものだが、卸売業者にとっては、一時的にせよ資
金負担となる動き。総じて右肩上がりの景況見込めず。

燃料小売業

ＬＰガススポット市場は、原油の高騰、タイ、インド
等の堅調な需要、ブタン需給のタイト感から上昇傾向
にある。

中古自動車販売業

依然として、非常に厳しい。補助金制度も終わったが、
中々好転の兆しが見られず、相変わらず厳しい状況で
ある。早期景気回復が望まれる。

青果小売業

前年同月比110.1％、前月比95.9％
農業機械小売業

全国的に猛暑の夏であったが、県内の作物の出来高が
かなり影響を受けているようである。甘藷は特に悪く
収量が大幅減となった。また、最近の気象の変化によ
り早期米が悪く、普通作に切り替える農家が増えてき
ている。

石油販売業

前年割れとなっており、消費の動きが鈍くなってきて
いる。原油相場は、円高も一服しており、上昇基調を
呈している。今後仕入価格が上昇すれば、小売価格へ
の転嫁が課題となる。消費が鈍い時の価格競争は業界
市場を狭めている。

商店街（霧島市）

10月の売上高は前年より厳しい傾向だった。10月19日
より市域商品券が５億５千万円分売り出され売れ行き
は好調であったが、すぐに消費に結びつくかは未知数
である。

商店街（薩摩川内市）

前半は極端に売上減。エコポイント商品（前月までは
エコカー補助金）の売上アップの分、関連なしの商品
は売上減。公務員・従業員は連休で遊びに行って金を
使うので、物品小売業にはマイナス。休日の多い月は
物品売上が激減する。

商店街（鹿児島市）

10月初旬は、例年を僅かに下回る程度の売上で推移し
ていたが、中旬頃から大幅に売上がダウンした。26日
頃から平年並みの最低気温（15℃前後）になり、売上
も回復し始めた。（昨年は、10月３日から最低気温
が20℃以下となり、10日から15℃前後で推移してい
る。）10月16日、17日三通り合同のレシート抽選会
（10月７日からのレシートが対象）を行ったが、予想
した売上の６割にも満たなかった。

商店街（鹿屋市）

まちの駅が徐々に認識されて、街を歩く人が増えたよ
うに思う。

サービス業（旅館業/県内）

７月・８月の口蹄疫による影響での落ち込みに比べる
と減少の幅は持ち直しているが、昨年度に比べると依
然、減少が続いている。また、先日の奄美大島での大
雨災害による被害、予約のキャンセル等による奄美方
面への影響が懸念される。

旅行業

秋の観光、小・中学校の修学旅行シーズンに入り、10
月の売上高は年間の２大ピークの一つを迎えている。
同年前月比においては約182％に及んで、一息ついた
状況だが、対前年同月比は約95％で、減少傾向は相変
わらず止まるところを知らず、業界の苦境は続いてい
る。

建築設計業

今年９月の鹿児島県内公共工事請負金額は前年同月比
15.5％減の294億5900万円、請負件数は16.3％減の941
件。また、４～９月の上半期累計の請負金額は前年同
月比8.7％減の1037億1400万円、請負件数は19.2％減の
3085件（西日本建設業保証鹿児島支店）と、依然とし
て厳しい状況が続いている。建築設計業界は、若干減
少とはいえ公共工事関連業務が発注されていることや、
住宅エコポイントの効果が出てきていることなどから、
先月に引き続き改善の兆しがみられる。

自動車分解整備・車体整備業

特に大きな変化はなかったが、僅かに減少傾向にある。
電気工事業

戸建住宅の建築もあまり活況ではなく、官庁工事の発
注も少なく、好転の兆しは見られない。

内装工事業

10月のラベル売上数は、カーテンラベル対前年同月比
267.3％で増加、壁装ラベル対前年同月比48.0％で減少、
じゅうたん等ラベル対前年同月比79.4％で減少した。
総売上額は前年同月と比べ２割減少した。厳しさは依
然として続いている。景気回復を願っているが、全く
見えてこない状況である。

建設業（鹿児島市）

発注状況は厳しい。
建設業（曽於市）

７月の豪雨災害の復旧工事が発注されてきたが、受注
競争により会員受注が少なく、経営状況は大変厳しい。
また、補正予算による工事発注を期待するが、予算額
の減少により先行きは不透明である。

貨物自動車運送業

原油高の上昇に伴い、燃料価格の値上げの要請が来て
いる状況である。また、荷動きについては昨年と比べ
ると、減少気味であった。

運輸業（個人タクシー）

10月に入り売上げの減少が激しい。昨年比30％減であ
る。
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中央会関連主要行事予定

中央会関連主要行事予定
平成23年２月

 3（木）

15：00

事務局代表者講習会

「売れるもん作らんかい！

　〜日本経済再生は地域中小企業の底力から〜」

鹿児島市「鹿児島サンロイヤルホテル」

 8（火）

14：00

情報関連研修会

「中小企業のためのスマートフォン最新活用」

鹿児島市「ホテルレクストン鹿児島」

24（木）

10：00

組合決算講習会

鹿児島市「ホテルウェルビューかごしま」
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